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近年，交通整備の評価手法の空間的応用一般均衡（Spatial Computable General Equilibrium：SCGE）モデ

ルの開発が進んでいる．交通整備事業では，市区町村を横断する整備計画が行われるため，市区町村単位

での評価検討の需要が高まる一方，それに見合った産業連関表が存在しないため，産業連関表の利用可能

性に依存しないより詳細な地域分割単位に適用可能なSCGEモデルの開発が進んでいる．しかし，多くの

研究は，閉鎖経済を仮定しており，この状況下では，集計的な地域収支バランス上では，生産地での移出

超過および居住地での移入超過が計上され，政策効果の地域分布に歪みがもたらされる危険性がある．そ

こで，本研究は，各地域の収支バランスの非対称性を明示的に扱う独占的競争型SCGEモデルの構築を行

い，その適用可能性に関して検討する． 
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1. はじめに 

 

これまで，SCGEモデルに関する研究は財政・貿易・

環境政策などの分野において，多くの研究が蓄積されて

いる1)  2)．交通整備評価を目的とするように構築された

SCGEモデルの蓄積も進展しているが，その初期におい

ては基準均衡データとして用いられる地域間産業連関表

の地域分割単位が，適用対象となる交通システムを限定

していた．しかし近年，産業連関表の利用可能性に依存

しない，より詳細な地域分割単位に適用可能なSCGEモ

デルの開発が進み，都市圏内における交通整備政策評価

に対する期待が高まっている3)4)5)． 

このような，産業連関表の地域単位以上に詳細に地域

分割を行ったSCGEモデルは，分析対象となる地域全体

を閉鎖経済として仮定するか，あるいはその定義自体が

不明瞭である場合もある．世界貿易モデルのように，経

済システムが明らかに閉じている場合を除き，域外経済

と完全に途絶した閉鎖経済を想定することは，明らかに

現実世界と乖離している．特に，域外に対する財の移輸

出入の割合が大きい，例えば食料や鉱産資源を輸入に依

存している経済システムにおいては，閉鎖経済を想定す

ると，キャリブレーションにおいて負の価格や負の需要

が生じるなど，深刻な問題をもたらす． 

また，モデル分析の対象地域圏が閉鎖経済であるか開

放経済であるかとは独立に，対象域内の地域間における

交易も非対称であることが一般的であり，そのことは

各々の地域における地域収支が非対称であることを意味

する．東京都市圏のように，多くの労働者が居住地と離

れた就業地へ通勤する都市圏では，所得の発生地域すな

わち生産活動がなされる地域と，所得の使用地域すなわ

ち最終需要が支出される地域が異なることが多い．これ

は，生産活動地域から家計の居住地域への所得移転を生

じさせており，集計的な地域収支バランス上では，生産

地での移出超過および居住地での移入超過が計上される．

この状況を無視した分析では，政策効果の地域分布に歪

みがもたらされる危険性がある． 

そこで本研究は，都市圏における静的なSCGEモデル

分析にあたり，各地域の収支バランスの非対称性を明示

的に扱う実用的な方法について検討する． 

 

 

2. モデル 

 

(1) モデルの概要と前提条件 

本研究では，産業連関構造を考慮したDixit-Stiglitz型6)

独占的競争に基づくモデルを構築する．独占的競争の主

第 56回土木計画学研究発表会・講演集

 1

194



 

 

な特徴は，多くの企業が類似しているが同一ではない製

品（差別化された製品）を販売し，同じ顧客の集団をめ

ぐって争う多くの企業が存在する状態である．そして，

それらの企業は参入と退出が自由である性質をもってい

る．  

本モデルが対象とする多地域経済システムついて，財

の生産地域の集合をR（需要地の場合はSと表記，Rと同

一集合），その要素を 𝑟（需要地の場合は𝑠）により表

す．同様に，財の部門のラベルをi ∈ I ，（産業部門とし

て表す場合はj ∈ J ，JとIは同一集合）とする． 

それぞれの地域では，交易可能な一般的な財・サービ

ス（交易財）が生産される．財の生産は，独占的競争市

場かつ規模の経済性を持つ，いわゆるDixit-Stiglitz型の市

場構造の下で行われる．したがって，交易財生産企業は，

水平的に差別化されたバラエティを同一生産技術の下で

生産する． 

各地域には均質な選好を持つ家計が存在すると想定

し，その行動は集計された代表的家計の行動として描写

される．家計は一定量の生産要素を保有しており，これ

を非弾力的に供給し，その対価である要素価格を所得と

して得る．本モデルは対象域外経済との収支バランスを

明示的に考慮しており，家計が最終需要へ支出可能な可

処分所得は，要素所得に加えて自地域外との当期所得移

転に伴う純所得増減を含む額となる．当期所得移転は，

貯蓄投資バランスの結果として生じ，資本収支にも影響

しうる，本来は動学的性質を持つものであるが，静的な

体系である本研究においては，貯蓄と投資に関する動的

な意思決定は考慮しない．分析対象地域内での各地域収

支は，基準均衡時における（対象域内）移出入バランス

と整合するように固定されているものとして考える．分

析対象外であるRest of the World(ROW)との関係について

は，域内各地域各産業部門の純移輸出の実質量が基準均

衡時の状態に固定されていることと考え，均衡価格体系

において地域収支バランスが整合するよう，所得移転額

が決定される．集計的家計は，このようにして決定され

た可処分所得を，消費および投資に対して支出する． 

 

(2) 産業の行動モデル 

財バラエティの生産において，上位階層には要素投入

と財部門別の中間投入に関するCobb-Douglas型技術を，

財の部門ごとの中間投入技術には財バラエティ数を考慮

したCES型技術を仮定する，いわゆるDixit-Stiglitz型の生

産技術を想定しており，費用最小化行動は以下のように

定式化される． 

𝜙𝑠
𝑗

= 𝜂𝑠
𝑗( ws)1−∑ 𝛼s

ij
i ∏ {(𝜌s

i)𝛼s
ij

}i   （1） 

𝜌𝑠
𝑖 = {Σ𝑟 ∫ (𝑝𝑟

𝑖 (𝑘)𝜏𝑟𝑠
𝑖 ) 1−𝜎𝑖𝑛𝑟

𝑖

0
𝑑𝑘}

1

1−𝜎𝑖

  （2） 

ここで，ws
i :地域𝑠における生産要素価格，p

r
i
:地域r産

の財 𝑖の生産地価格，nr
i :生産地𝑟における財部門iの財バ

ラエティ数（企業数），αs
ij
:金額ベースの投入係数パラ

メタ，σi：部門i財の多様性パラメタ（弾力性パラメ

タ）である． τrs
i は地域𝑠における地域𝑟産財𝑖の一単位需

要を満たすために必要な発送量であり，τrs
i -1が輸送マー

ジン率，つまり交易財一単位の輸送活動のために消費さ

れる同財の価値に相当する．なお，同一地域で生産され

る同一部門の財についてバラエティに依存せず生産技術

が均質であるとDixit-Stiglitz型の市場構造より仮定されて

いるので，需要地𝑠における財𝑖の価格指数は以下のよう

に変形することができる． 

𝜌𝑠
𝑖 = {Σ𝑟 𝑛𝑟

𝑖 (𝑝𝑟
𝑖  𝜏𝑟𝑠

𝑖 ) 1−𝜎𝑖
}

1

1−𝜎𝑖

 (3) 

各々の産業部門𝑗の財バラエティ生産における費用関数

 Cs
j
はxs

j
単位の生産について，規模の経済性を考慮し， 

𝐶𝑠
𝑗
(𝑥𝑠

𝑗
) = (𝐹𝑗 + 𝛽𝑗𝑥𝑠

𝑗
)𝜙𝑠

𝑗
     (4) 

と表される．Fs
j
は固定投入量，𝛽s

j
は限界投入量を表し

ている．財バラエティの生産において，独占的競争およ

びそれに伴う自由参入・退出が仮定されるので，財価格

は限界費用にマークアップ率を乗じた値と等しく， 

𝑝𝑠
𝑗

=
𝜎𝑗

𝜎𝑗−1
𝛽𝑗𝜙𝑠

𝑗
      (5) 

となる．参入退出が自由であるので，利潤ゼロ条件が満

たされることとなり，平均費用と財の生産地価格が一致

する．以上の関係を利用して整理すると，各々の交易財

バラエティの生産量は，以下のように，財価格とは独立

に定まる． 

𝑥𝑠
𝑗

=
𝐹𝑗

𝛽𝑗 (𝜎𝑗 − 1)  (6) 

したがって，費用関数は，以下のように書き換えるこ

とが出来る． 

𝐶𝑠
𝑗

= 𝐹𝑗𝜎𝑗𝜙𝑠
𝑗
 

                     = 𝐹𝑗 𝜎𝑗−1

𝛽𝑗 𝑝𝑠
𝑗
  (7) 

地域𝑠での財𝑗の総生産額をSs
j
とすると，生産額は財バ

ラエティの生産費用とバラエティ数の積に等しくなけれ

ばならないので，以下の関係が成立する． 

j j j j j j j

s s s s sS n C n F      (8) 

式(1)(3)にシェパードの補題を適用すると，地域𝑠産業𝑗

において投入される，地域𝑟産部門𝑖の中間投入の実質量

mrs
ij
が次のように導出される． 

𝑚𝑟𝑠
𝑖𝑗

= (
𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖

𝜌𝑠
𝑖 )

−𝜎𝑖

𝛼𝑠
𝑖𝑗 𝑆𝑠

𝑗

𝜌𝑠
𝑖   (9) 
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(3)   最終需要 

a) 消費 

最終需要の項目として，資本形成を通じて当期以降の

経済活動に関わる投資と，当期のみの経済活動に関する

支出である消費を差別化して扱う． 

消費者の選好についてもDxit-Stiglitz型の形式を想定し，

上位階層である財別選考についてはCobb-Douglas型，下

位階層である生産地間代替については多様性選好 を考

慮したCES型であることとする．財の多様性指標が中間

投入需要と消費（最終需要）で共通であると仮定する

と，消費行動においても，需要地𝑠における財𝑖の価格指

数は式(9)により表される．したがって，間接効用関数

は，以下のように定義される． 

 𝑉𝑆 = ∏ {(𝜌𝑠
𝑖)

−𝜇𝑖

}i (1 − 𝑠𝑎𝑣𝑒𝑠)𝐼𝑆 (10) 

ここで，Isはs地域における集計的消費者の最終需要支

出額，𝑠𝑎𝑣𝑒𝑠は𝑠地域における貯蓄率，𝜇𝑠
𝑖は財別選好シ

ェアパラメタである．貯蓄率は，基準均衡における状態

から不変であることとする．この間接効用関数に関する

シェパードの補題を適用すると，地域𝑟産の財部門𝑖に関

する実質消費量crs
i が以下のように得られる． 

𝑐𝑟𝑠
𝑖 = (

𝑝𝑟
𝑖 𝜏𝑟𝑠

𝑖

𝜌𝑠
𝑖 )

−𝜎𝑖

𝜇𝑠
𝑖 (1−𝑠𝑎𝑣𝑒𝑠)𝐼𝑠

𝜌𝑠
𝑖  (11) 

 

b)投資 

投資需要を消費と差別化することは，モデルを動学

化，準動学化する際に有用となる．ただし，本モデルに

おいては，投資における生産地別財別需要の決定におい

て，消費選好や中間投入と同様のDxit-Stiglitz型の技術構

造を想定する．すなわち資本蓄積に対する各財の寄与度

の技術を，上位階層である財別選考についてはCobb-

Douglas型，下位階層である生産地間代替については多

様性選好を考慮したCES型であることと仮定する．した

がって，生産地別財別の投資（固定資本形成）需要の実

質量firsは，財別シェアパラメータがs
iとなること以外は

消費と同様であり， 

𝑓𝑟𝑠
𝑖 = (

𝑝𝑟
𝑖 𝜏𝑟𝑠

𝑖

𝜌𝑠
𝑖 )

−𝜎𝑖

𝜈𝑠
𝑖 (𝑠𝑎𝑣𝑒𝑠)𝐼𝑠

𝜌𝑠
𝑖   (12) 

となる． 

 

(4)   市場均衡 

地域𝑗における交易財に対する総需要額Es
i
は，最終消

費需要と全産業部門への中間投入需要の金銭タームでの

和であり， 

𝐸𝑆
𝑖 = {𝜇𝑆

𝑖 (1 − 𝑠𝑎𝑣𝑒𝑠) + 𝜈𝑠𝑠𝑎𝑣𝑒𝑠}𝐼𝑠 

+ ∑ (𝛼𝑠
𝑖𝑗

𝑆𝑠
𝑗
)𝑗   (13) 

である．右辺第一項は最終需要額を，第二項は中間需要

額を表す．地域𝑠における需要のために発送される地域

𝑟産部門𝑖の財バラエティの量q
rs
i
は，生産地での財バラ

エティ数及び地域𝑟から地域𝑠に1単位の製品を届けるた

めにτrs(>1)単位分の製品の発送を必要とすることを意味

するアイスバーグ型地域間輸送費として消費される財の

量込みで， 

𝑞𝑟𝑠
𝑖 = (𝑐𝑟𝑠

𝑖 + 𝑓𝑟𝑠
𝑖 + Σ𝑗𝑚𝑟𝑠

𝑖𝑗
)𝜏𝑟𝑠

𝑖    

       = 𝑝𝑟
𝑖 −𝜎𝑖

(
𝜏𝑟𝑠

𝑖

𝜌𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

𝐸𝑠
𝑖
    (14) 

となる．したがって，地域𝑟産財𝑖の地域𝑠での需要にお

けるvalue termでの総交易額Q
rs

i
は，生産地における財バ

ラエティ数を考慮すると， 

𝑄𝑟𝑠
𝑖 = 𝑛𝑟

𝑖 𝑝𝑟
𝑖 𝑞𝑟𝑠

𝑖  

= 𝑛𝑟
𝑖 (

𝑝𝑟
𝑖 𝜏𝑟𝑠

𝑖

𝜌𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

𝐸𝑠
𝑖                             (15) 

となる．ここで，Q
rs

i
を生産地𝑟について合計すると，𝑠

地域による（対象経済域内）交易財需要額になることか

ら， 

𝑄𝑟𝑠
𝑖 =

𝑛𝑟
𝑖 (𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

Σ𝑟∈𝑅𝑛𝑟
𝑖 (𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖 𝐸𝑠
𝑖

 

        =
𝑆𝑟

𝑖 (𝑝𝑟
𝑖 )

−𝜎𝑖
(𝜏𝑟𝑠

𝑖 )

1−𝜎𝑖

Σ𝑟𝑆𝑟
𝑖 (𝑝𝑟

𝑖 )
−𝜎𝑖

(𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖 𝐸𝑠
𝑖                      

(16) 

が成立する．また，Q
rs

i
を需要地𝑠について合計し，純移

輸出額𝑍𝑟
𝑖を加えた値が，地域rで生産された財𝑖の総生

産額と等しくなるので，財の需給均衡は， 

 𝑆𝑟
𝑖 = ∑ 𝑄𝑟𝑠

𝑖
𝑆 + 𝑍𝑟

𝑖    (17) 

 

として表される．純移輸出額を生産地価格で計測し，そ

の実質量をzi
rとすると，財市場の需給均衡は，以下のよ

うに書き換えることができる． 

𝑆𝑟
𝑖 = Σ𝑠 [

𝑛𝑟
𝑖 (𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

Σ𝑟∈𝑅𝑛𝑟
𝑖 (𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖 𝐸𝑠
𝑖] + 𝑝𝑟

𝑖 𝑧𝑟
𝑖   

  (18) 

本モデルは，対象域内地域間の経済活動に対して影響を

及ぼし，ROWの経済活動に対する影響は無視できるよ

うな域内交通整備評価を目指したモデルであるので，

ROWの明示的な経済行動は描写しない．したがって

ROWへの純移輸出実質量は，基準均衡時の値から変化

しない固定的な値として与える． 

地域𝑠における要素所得和Ysは，各部門の要素投入対

価の和として， 

         𝑌𝑠 = ∑ (𝑤𝑠
𝑗
𝑙𝑠

𝑗
)𝑗   (19) 

となる．地域家計の可処分所得は，要素所得から自地域

外への純所得移転支払を差し引いた値であり， 
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          𝐼𝑆 = 𝑌𝑠 − �̅�𝑠 − ∑ 𝑍𝑠
𝑖

𝑖   (20) 

と表される．ここで，G̅sは分析対象地域内での地域間

収支バランスに係る所得移転額であり，基準均衡時にニ

ューメレール価格で測った値で固定する．右辺第3項は

前述のROWとの純移輸出と整合するように決定される．  

生産要素の需要は，地域財生産における投入需要と交

易財生産における投入需要の合計である．短期的には生

産要素の地域間移動ができないと考えられるため，要素

市場における需給均衡が成立するための均衡条件は，  

1 
  

   
  

  ij j

s s s s s

j i

w L w S         (21) 

の関係を満たす必要がある． 

 

(5)   均衡解の導出方法 

前項までの定式化によって，本モデルの構造が全て描

写されるが，モデル内で独立な内生変数となるのは，価

格変数であるρs
i，ps

j，𝑤𝑠および，生産規模を表すns
j
の

みとなる．均衡条件として解くべき方程式は，各需要地

における財の部門別価格指数，財の生産地価格，要素市

場均衡，財市場均衡の4種類（内生変数と同数の3RI+I本）

であり，それぞれ以下の通りであるであり，各需要地に

おける財の部門別価格指数は式(9)である．財の生産地

価格は，式(7)の合成価格指数と式(11)のマークアップ価

格の関係より， 

𝜌𝑠
𝑖 = {Σ𝑟 𝑛𝑟

𝑖 (𝑝𝑟
𝑖  𝜏𝑟𝑠

𝑖 ) 1−𝜎𝑖
}

1

1−𝜎𝑖

 (22) 

    1
ijij
ss

i

j j i

s s s s

i

p w


 
    (23) 

  1  
  

   
  

  ij j j j

s s s s s s

j i

w L w n p  (24) 

𝜃𝑖𝑛𝑟
𝑖 𝑝𝑟

𝑖 = Σ𝑠∈𝑆 {
𝑛𝑟

𝑖 (𝑝𝑟
𝑖 𝜏𝑟𝑠

𝑖 )
1−𝜎𝑖

(𝛽𝑟
𝑖)

𝜎𝑖

Σ𝑟∈𝑅𝑛𝑟
𝑖 (𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

(𝛽𝑟
𝑖)

𝜎𝑖 
𝐸𝑠

𝑖 }
 

+𝑝
𝑟
𝑖 𝑧𝑟

𝑖
    (25) 

𝐸𝑠
𝑖 = {𝜇𝑠

𝑖 (1 − 𝑠𝑎𝑣𝑒𝑠) + 𝜈𝑠
𝑖𝑠𝑎𝑣𝑒𝑠}   

∙ (𝑤𝑠𝐿𝑠 − �̅�𝑠 − ∑ 𝑝𝑠
𝑖𝑧𝑠

𝑖
𝑖 ) + ∑ (𝛼𝑠

𝑖𝑗
𝜃𝑖𝑛𝑠

𝑖 𝑝𝑠
𝑖)𝑗 (26) 

式(22)は式(3)の再掲である．式(23)は式(1)の合成価格

指数と式(5)のマークアップ価格の関係を合わせること

で得られる．式(24)は式(21)へ式(5)(8)の関係を代入する

ことと導出される．式 (25)は式 (17)に対して式

(5)(8)(12)(18)(20)を代入することで得られる．ただし， 

𝜓𝑠
𝑗

=
𝜎𝑗𝛽j𝜂𝑠

𝑗

𝜎𝑗−1
   (27) 

𝜃𝑗 =
𝐹𝑗𝜎𝑗𝜂𝑠

𝑗

𝜓𝑠
𝑗 =

𝐹𝑗

𝛽j (𝜎𝑗 − 1)  (28) 

であり，それぞれのマークアップ率に限界投入係数を

乗じた値の逆数，財バラエティの生産量を表す．これら

は，先決されたパラメータのみで表され，モデルの内生

変数に依存しない． 

 

 

3. まとめ 

 

本概要では，最終需要において貯蓄率の概念を導入し，

最終需要を消費と投資の部門に分け，各地域の収支バラ

ンスの非対称性を明示的に扱う独占的競争型SCGEモデ

ルの構築を行った．本稿で示した定式化を実際のデータ

に適応するためには，データ作成及びキャリブレーショ

ンを行う必要があり，その作業に関しても技術を要する．

その詳細並びに，分析結果に関しては講演時に示すもの

とする．  
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